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研究要旨： 

現在の障害福祉サービス事業所の ICT導入にあたってどのような業務において支援を必要として

いるかのニーズ分析を行ったところ,支援業務においてはアセスメント業務を含めて未開拓の領域

であることが明らかになった。これらの課題を解決していくために,ライフログクリエイター（曽

我部ら,2019）による適応行動やメンタルヘルスのアセスメントや Observations（井上・中谷,2019）

といった行動記録に基づくアセスメントの支援業務をサポートするアプリケーションが考えられ

た。しかし,ICT 導入においては解決すべき課題がそれぞれあり,その解決によって基礎データおよ

び詳細なマニュアル作成によって ICT導入がより容易に行えると判断された。 
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A. 研究目的 

 発達障害者や精神障害者等の地域生活の支

援は,共同生活援助や自立生活援助,就労定着

支援等があり,その業務ではサービス利用者の

状態把握と支援計画作成等が必須である。しか

し,現状では障害福祉サービス現場の人手不足

や業務過多,支援の専門性の問題による支援サ

ービス上の課題がある。サービス利用者の状態

把握が効率的に行われ,かつ支援サービスの質

の向上を可能にする ICT活用が求められてい

る。 

 本研究では,実際に障害福祉サービス事業所

に対するヒアリングを行っていくことで,事業

所における ICT活用に向けての課題を整理す

るとともに,実際に ICTツールを導入した場合

にどういう利点や課題があるのか,整理を行っ

ていくことを目的とする。 

 

 

1 所属,職名は 2023 年 3 月時点 
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B.研究方法 

（１）障害福祉サービスにおける支援業務のニ

ーズ分析と ICT導入準備のプロセス研究 

 (ⅰ)2022年現在の障害福祉サービス事業所

において,どんな業務において ICTツール活用

の効率性を感じていて,どのような業務におい

て課題と感じているのかについてのニーズを

おさえるために,2021年の調査結果を業務に

おける ICT活用の実感という視点から再分析

を行った。再分析の対象は,成人期の共同生活

援助や自立生活援助,就労定着支援等の福祉施

設である。全国の障害者福祉施設として「共同

生活援助（以下グループホームとする）1711 施

設」,「自立生活援助 83施設」,「就労支援・

その他 88施設」である。 

(ⅱ)社会実装に最適と判断したライフログ

クリエイターと Observations の２つの障害者

福祉サービスに特化したアプリの実装上の課

題を検討し,その改善点を踏まえて社会実装の

ための整備を行う。特に,ライフログクリエー

ターに関しては,一般成人計 400 名(20－60 歳

代の各 80名（男性 50名：女性 30名）)を対象

に,調査項目としてライフログクリエイターの

アセスメントの各項目(生活チェック,メンタ

ルヘルス,就労,適応行動)と,並行して抑うつ

症状の測定として,BDI-II(Beck Depression 

Inventory-Ⅱ; 小嶋・古川, 2003）による調査

を実施し,実装に必要な指標を検討した。 

（２）障害福祉サービスにおける支援業務への

ICT 導入による業務効率および質的向上の検

証と課題 

 2021年度の実態調査において,ICT導入の効

果検証研究に参加の意思を表明した成人期の

グループホームや自立生活援助,就労定着支援

等の福祉施設事業所 160か所の担当者に改め

て参加募集を募ったところ,27施設から研究

参加の申込があった。分担研究者で各担当者に

連絡を行い,事前ヒアリングを行った。そこで

ニーズ把握を行い,ICT導入準備を経て,事業

所に基本的に ICT導入支援のために訪問した。

訪問後,1か月以上間隔をおいて導入した ICT

の活用状況を確認し,支援業務において変わっ

たこと,今後の ICT活用についての展望や課題

について事後ヒアリング調査を行った。 

（３）ICT活用とアセスメント概念に関する整

理(主として文献的な検討) 

 アセスメント概念の実用的な整理とし

て,(ⅰ) 適切なアセスメントの理解に向け

て,(ⅱ) 精神医学的問題とメンタルヘルスの

アセスメントついて,(ⅲ) 強度行動障害者支

援に ICTを活用することの意義,(ⅳ) 応用行

動分析学の視点を障害福祉サービスの現場に

導入することの意義,(ⅴ) 適応行動に着目す

ることの意義,(ⅵ) ライフログクリエイター

の活用方法と課題,(ⅶ) ICTやロボットを発達

障害支援に活用する視点,(ⅷ) 障害福祉サー

ビスにおける支援業務への ICT活用にむけて

の今後の課題：アセスメントにおける課

題,(ⅸ) 障害福祉サービスにおける支援業務

への ICT活用にむけての今後の課題：サービス

事業としての課題,(ⅹ) 職員間の連携と支援

体制の課題の諸点について,主として文献的な

検討による概念整理を行った。 

なお,本調査において,中京大学研究倫理委

員会の審査を受け承認されている。 

 

C．研究結果 

（１）障害福祉サービス事業所における支援業

務のニーズ分析と ICT導入準備のプロセス研

究 

(ⅰ) 障害福祉サービス事業所の事務業務の各

項目の回答数（「5. ICTの効率化を非常に強く

感じている 4. ICT の効率化をとても感じて

いる 3. 少しだけ ICT の方が便利だと思う 

2. ICT使用前と変わらない 1. 全く効率的は

ない（むしろ負担だ） 0．ICT を活用してい

ない」）について χ 二乗検定を実施したとこ

ろ,1％水準で有意差が認められた（x2(45)＝

740.518，p＜.01）。同様に,障害福祉サービス

事業所の支援業務の各項目の回答数についχ
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二乗検定を実施したところ,1％水準で有意差

が認められた（x2(45)= 712.711,p<.01）。 

(ⅱ)ライフログクリエーターに関しては,社会

実装に必要な指標を得るための分析を行い,信

頼性係数（α）は男性群・女性群ともに.82-.93

の高い信頼性係数が確認できた。また ICT導入

の際に参考値になる 10 パーセンタイル,20 パ

ーセンタイル,30 パーセンタイル,40 パーセン

タイルの数値もそれぞれ算出した。さら

に,BDI-Ⅱの得点の指標となる 14点（軽度）,20

点（中等度）,29点（重度）に対応するライフ

ログクリエイターのメンタルヘルス得点の推

定値を産出した。男性；14 点（軽度）/ 71点, 

20点（中等度）／81点,29 点（重度）／96点。

女性；14 点（軽度）／73 点,20 点（中等度）

／83点,29点（重度）／99 点。 

 また,Observations2 では試作のマニュアル

を ICT 導入に訪問予定の分担研究者に閲覧お

よび確認してより細かな機能のガイドを可能

にした。行動を観察し,環境との相互作用を見

ていく機能的アセスメントについて教育を受

けたことがない支援者を想定した。 

（２）障害福祉サービスにおける支援業務への

ICT 導入による業務効率および質的向上の検

証と課題 

 グループホームでの取り組みとして 8 カ所

の事業所,自立生活援助の取り組みとして 6 カ

所の事業所,生活訓練事業での取り組みとして

2 カ所の事業所,就労支援事業所の取り組みと

して 2 カ所の事業所,その他,福祉事務所, 障

害者福祉以外の社会福祉法人のヒアリング調

査を行なって,主として,ライフログクリエー

ターと Observation2 二つのアプリの導入をめ

ぐってヒアリング結果を分析した。その結果,

アセスメント機能を持った ICT ツールを活用

して有用性,ICT ツールを支援業務に活用する

ことの難しさ,職員の抱える課題,予算の問題

といった諸点に関して,意見を取りまとめるこ

とができ,実際には継続的な導入が困難な実情

が明らかになった。 

 

（３）ICT活用とアセスメント概念に関する整

理(主として文献的な検討) 

  (ⅰ) 適切なアセスメントの理解に向けて

の概念的な整理として,福祉領域では,アセス

メントの概念がニーズアセスメントに偏り,本

人に希望を聞くことに重点が置かれている傾

向にある。障害福祉サービスでは多角的なアセ

スメントの視点が必要であり,また客観的なア

セスメントツールが活用可能であり,さらには,

アセスメント業務において,客観的なアセスメ

ントツールの活用は職員のアセスメント能力

の向上につながっていくことが明らかになっ

た。 

(ⅱ) 精神医学的問題とメンタルヘルスの

アセスメントついて,福祉領域の現場において,

メンタルヘルスのアセスメントの視点が持た

れることが少ないことが課題になっていた。メ

ンタルヘルスのアセスメントは専門性の高い

手法ばかりではなく,比較的簡便なツールもあ

り,その情報を共有しつつ,経過観察を行うな

かで,その利用者が入居中に妄想や幻聴の悪化

が見られ,職員連携により緊急に精神科医療通

院手続きを取ることができた経過の分析がな

された。 

(ⅲ) 強度行動障害者支援に ICTを活用する

ことの意義の検討のため,J-Stage の検索で

「強度行動障害,ICT」をキーワードとした場合

18 件が表示された。そのうち 10 件が論文,8

件が抄録集であり複数の報告が含まれていた。

その中から,本稿のテーマに即して 12 の文献

を抽出した。また,厚生労働省のホームページ

からは,障害者総合福祉推進事業報告書 2 件,

検討会報告書 1件を対象とした。上記で把握し

た 15の文献資料の内容を,ICTを活用する目的

に関して,「迅速性」に関するもの,「一貫性」

に関するものについて分け,整理を行った。 

強度行動障害者支援について,一部の職員が

研究棟で学んできた標準的支援を提案しても,

職場の既存の日課,役割,場所などの制約があ
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る場合や,簡単に完全しない場合のモチベーシ

ョン維持困難,職員や他の利用者のけがやスト

レス,建物や物品の破損などの費用の負担感な

どから,取り組みを継続できない雰囲気が職場

に生まれることもある。このような課題を踏ま

え,ICT を導入しやすくする工夫としては,ICT

の導入と管理者の関心事である求人募集や離

職率との関係整理,助成金などの財政的支援に

関する情報提供,導入事例に関する管理者同士

の情報交換,導入立ち上げを補助するコンサル

タント人材の都道府県レベルでの配置などが

あると考えられた。 

(ⅳ) 応用行動分析学の視点を障害福祉サ

ービスの現場に導入することの意義について

は,知的障害における障害福祉分野の重要なト

ピックの１つに強度行動障害があり,強度行動

障害の対応については応用行動分析学が有効

性のエビデンスが積み重ねられている。施設職

員むけに行動問題の低減に有効とされる応用

行動分析学の基礎アセスメントとなる機能的

アセスメントのために開発された ICT ツール

である Observations2 の機能の整理を行い,行

動問題のアセスメントと支援に ICT ツールの

積極的な活用の可能性を明らかにした。 

(ⅴ) 適応行動に着目することの意義につい

ては,福祉施設における支援では，共同生活や

自立生活，就労等における支援が広く行われて

いる一方，利用者本人が日常生活や社会生活を

過ごすために必要となる，専門的な概念として

の「適応行動」をアセスメントし，利用者本人

が実際の生活の中で適応行動を遂行できるこ

とを支援目標として設定している施設はまだ

少ないこと,またアセスメントや支援において

適応行動を扱う必要性や意義，利用者・支援者

双方にとってのメリット，障害特性や心身の状

態による適応行動の遂行への影響があること

を示した。 

(ⅵ) ライフログクリエイターの活用方法

と課題については,これまで開発してきたアプ

リ；ライフログクリエイターによって,障害者

が地域生活を送る中で,生活スキルやメンタル

ヘルスなどを自己評価し,かつその自己評価の

情報を支援者と共有することで支援の効率化

と,利用者の地域生活の質の向上を図る取り組

みをしてきた。自立生活援助や共同生活援助,

就労定着支援の事業所において,職員と利用者

にライフログクリエイターを使用してもらい,

使用における効果や課題,活用方法についてイ

ンタビュー調査を実施し,職員,利用者ともに

ライフログクリエイターの活用に対する効果

やより有効な活用方法,課題について確認をし

た。 

(ⅶ) ICT やロボットを発達障害支援に活用

する視点については,福祉サービス利用者の支

援において,一人ひとりの多様な特性を考慮し

た支援が必要であり,ICT の活用は,教材教具

としてのレパートリーや文具としての簡便さ

を増やし,利用者が自分の力を十分に発揮でき

る環境を作りやすいという点で,効果的である

と考えられている。ASD 者の中には,コンピュ

ータ等の情報機器に興味・関心を強く示す者が

多いことが知られてり,学習意欲を引き出した

り,集中力を高めたりするために ICT 機器を活

用すれば,目に見える効果が期待される。対人

が苦手な利用者にとって,ロボットはその振る

舞いに規則性を認めること,被験者に合わせた

細かい動きの調整が可能なこと,ロボットの科

学技術が利用者に対し前向きなインタラクシ

ョンを促す道具として有用である可能性があ

ることを示した。 

(ⅷ) 障害福祉サービスにおける支援業務

への ICT 活用にむけての今後の課題：アセス

メントにおける課題については,障害福祉サー

ビス事業所における ICT ツールを用いたアセ

スメントが望まれているにも関わらず,普及そ

のものが困難となっている要因について,個別

支援計画およびアセスメント業務の視点から

課題を明らかにした。アセスメントにおいて本

人のニーズアセスメントの相補的な機能とな

る利用者の支援につながる多角的視点にたっ
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た客観的なアセスメントツールの活用と福祉

専門職の養成および研修において利用者支援

に必要な多角的視点による客観的なアセスメ

ントツールの活用に関する新たなカリキュラ

ムの必要性を明確にした。 

(ⅸ) 障害福祉サービスにおける支援業務

への ICT 活用にむけての今後の課題：サービ

ス事業としての課題については,障害者の地域

生活を支援として,自立生活援助,グループホ

ーム,就労定着支援を対象に ICT（ライフログ

クリエイターと observations2 というアプリ）

の導入に関する今後の課題についてのヒアリ

ング結果の分析を行った。事業所においては

ICT の導入のための予算上の課題があり,高齢

化などの人材確保の課題なども影響があった。

行政においては,地域ごとのシステム等の違い

について指摘があり,その他に事業所の ICT の

導入や普及に対する予算的なサポートの必要

性についての指摘がなされた。 

(ⅹ) 職員間の連携と支援体制の課題の諸

点については,専門的な支援を必要とする利用

者（発達障害ならびに精神障害）の福祉サービ

スの活用が進むにつれて,福祉領域の職員に求

められる支援における専門性が求められるよ

うになってきている。それに応じて,職員間協

働や ICT を活用していくことも求められるが,

移行期にある現状は法人の方針や施設長との

コミュニケーションにより ICT 活用の普及が

進められていくと考えられ,積極的なリーダー

シップとフォローが求められることが明らか

になった。 

 

 

D．考察 

（１）障害福祉サービスにおける支援業務のニ

ーズ分析と ICT導入準備のプロセス研究 

(ⅰ)障害福祉サービス事業所の事務業務にお

いては,請求業務や会計業務,職員の勤怠管理

や給与計算については ICT ツールとしての各

種ソフトが普及し,ICT による効率性を高く感

じていることが明らかになった。また,支援記

録の作成および利用者の支援計画の作成につ

いては,ICT を活用されているが,業務効率化

を実感するまでにはいかず,利用者への支援業

務において ICT の活用はまだまだ発展途上で

ある。支援業務については,支援記録や利用者

の個別支援計画等の記録作成において ICT が

使われており,記録を残すという点では多くの

施設がメリットを感じているものの,アセスメ

ントや利用者の直接的な支援については ICT

活用については未開拓の領域であることが明

らかになった。本実態調査で明らかになった課

題を解決していくための ICT 活用としては,他

の様々な候補のなかでも,ライフログクリエイ

ター（曽我部ら,2019）による適応行動やメン

タルヘルスのアセスメントや Observations

（井上・中谷,2019）といった行動記録に基づ

くアセスメントの支援業務をサポートするア

プリケーションを活用してもらうことで有用

性を体験してもらうことから始めることが重

要であると判断した。 

(ⅱ)上記のように実装に選択したライフログ

クリエーターと Observation2 に関して,実際

に実用可能にするための手続きが必要である

ことがわかったため,基準値の設定やマニュア

ルの整備によって,実装を可能にすることがで

きた。 

（２）障害福祉サービスにおける支援業務への

ICT 導入による業務効率および質的向上の検

証と課題 

 アセスメント機能を持った ICT を導入し,そ

の有効性を感じられたと報告されたヒアリン

グ内容から,何が変わったかについてまとめて

いくと,まず,ライフログクリエイターに関し

ては,利用者の生活状況を全体的に客観的に捉

えることができること,普段自分では気がつか

ない側面に気がつくという点で,グループホー

ムでも有用であるが,自立生活援助のように通

常は職員が利用者の自宅に訪問した際の様子

しか直接生活状況が確認できないため,次回の
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訪問時までに生活状況や適応行動の様子を確

認できるのとメリットは高いと考えられた。ま

た面接による相談においても事前にライフロ

グクリエイターのアセスメント機能を使って

事前に情報を把握しておくことによって面接

の組み立て方が精緻化され,かつ効率化につな

がること（例：以前は最近の様子などメールで

やり取りしていたがその回数を減らすことが

できた）も考えられた。日常生活からの観察や

利用者の面談だけではわからなかった側面（支

援者が想像していたのとは違う本人の姿や捉

え方）に気がつけたというメリットを体験され

ていた。例えば,利用者の体調不良やメンタル

ヘルス（例：気分の落ち込みが季節性のものか,

何か引き金となる出来事があったどうか）,睡

眠の問題（例：睡眠の波）,服薬の問題を支援

者がライフログクリエイターを通じて早めに

気がついたという点であった。アセスメントの

情報量も多いことが役に立ったという意見も

あった。ビデオ通話機能での面談は,遠方の利

用者に対するサービスだけではなく,生活状況

に関する把握という支援者にとって新たな支

援スタイルが生まれる可能性も含んでいる。 

職員の資質向上の働きもあった。またアセス

メントとは何を把握することが必要かという

職員間の認識の共有にもつながったようであ

る。また本人も適応行動やメンタルヘルスのチ

ェックに自己評定として参加することで,本人

も自分の生活や適応行動について客観的に考

えたり（自分自身を客観視する機会となる）,

職員との比較から自分の課題について考える

ようになったことなどがうかがえた。これまで

は他機関からのアセスメントやサービス利用

計画に記載されているアセスメント情報をも

とに考えていたが,ライフログクリエイターの

アセスメントによって利用者の詳細な生活状

況を知ることができることで個別支援計画を

適切に修正することができたという報告も複

数あった。他にもライフログクリエイターのア

セスメント機能の継続的利用により,日常生活

の中での利用者の行動観察に必要な視点が整

理され,職員の観察力が向上したという報告や

継続利用することで多くの時間を要する支援

計画の作成やモニタリングによるアセスメン

トの負担が軽減される可能性も見出された。 

Observations2の導入支援は 2施設のみであ

ったが,Observations2 は,記録対象となった

行動（ターゲット行動）がどの時間帯に多く出

現するのか視覚的にわかりやすく理解するこ

とができたという意見が寄せられた。操作もシ

ンプルなので継続して記録をつけていくこと

で利用者の行動パターンがつかみやすくなる

ことが期待される。 

ICT を導入し,試行段階に至るものの,本格

的な導入に至らなかった事業所が多かった。こ

こで本格的な導入に至らなかった要因につい

ては,利用者の ICT 使用環境として,インター

ネット依存,SNS による対人トラブルを抱えて

いることで精神科主治医による端末使用を控

えるようにという指導を受けているというこ

ともあった。職員側の課題としては,職員自身

の業務過多と ICT 活用への心理的抵抗の２つ

にまとめることができる。「荷が重い」や「今

の方法の何が悪いのか？」という反応がみられ,

操作が簡便であったり,質問項目がシンプルで

あったり,使用することのメリットがわかりや

すいことが求められるようであった。ICTへの

心理的抵抗感については,主にグループホーム

で,特に世話人の場合は 60～70 代が多く,普段

の業務でも ICT を活用しているわけではなく,

記録業務は紙媒体で記入していることが多い。

事業所としても紙媒体での記録業務は大変だ

が,アプリケーションを使用していくにはハー

ドルが高いと思われてしまう。またグループホ

ームの世話人においては,利用者の生活を世話

することが業務だと考えられてきたため,支援

やアセスメントという視点の浸透はまだまだ

これからである。 

予算の問題としては,ICT 導入では分担研究

者の訪問に窓口になっていただいて職員が試
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行的に Observations2 をインストールし,アセ

スメントを実施いただいた場合が多かった。職

員間で ICT ツールの活用を広げようとしても,

スマートフォンやタブレットなどの端末を職

員個人所有のものを使用することに抵抗感を

感じる場合が多かった。このような事情もあり,

各事業所における端末購入の助成金等がある

と助かるという意見が多かった。 

（３）ICT活用とアセスメント概念に関する整

理(主として文献的な検討) 

  (ⅰ) 適切なアセスメントの理解に向け

て：福祉領域では,アセスメントの概念がニー

ズアセスメントに偏り,本人に希望を聞くこと

に重点が置かれている。障害福祉サービスでは

多角的なアセスメントの視点が必要であり,ま

た客観的なアセスメントツールを活用可能で

あり,さらには,アセスメント業務において,客

観的なアセスメントツールの活用は職員のア

セスメント能力の向上につながっていくこと

が明らかになった。また,職員間のカンファレ

ンスや他機関の連携を積極的に行っていくこ

とが望まれる。 

(ⅱ) 精神医学的問題とメンタルヘルスの

アセスメントついて,福祉領域の現場において,

メンタルヘルスのアセスメントの視点が持た

れることが少ないことが課題になっている。メ

ンタルヘルスのアセスメントは専門性の高い

手法ばかりではなく,比較的簡便なツールもあ

る。しかし,生活困窮者支援の現場である福祉

事務所におけるケースワーカーを対象にした

実態調査（明翫ら，2022）では,適切な精神医

学的問題や発達障害特性のアセスメントに自

信がないという回答が多いという実態にある。

福祉領域の専門家の養成課程に,精神医学およ

び児童精神医学の基礎知識ならびにメンタル

ヘルスのアセスメント手法の習得が望まれる。

そうした手法の習得にも ICT の活用は,ソーシ

ャルワークの視点からも重要で有効であり,何

よりも本人にとって有益であると考えられる

ことから,施策を整え,推進すべきである。 

(ⅲ) 強度行動障害者支援に ICTを活用する

ことの意義：強度行動障害者への支援は,その

行動の背景要因が明確には把握しにくいこと

から,支援や配慮の具体策を見つけ実施する事

が難しい。しかし,丁寧な記録やチームでの分

析や一貫性のある対応が解決への確実なプロ

セスにつながることは,支援現場の関係者にと

っては既知のことである。強度行動障害の状態

にある利用者の状態をできるだけ迅速に解消

するための情報共有や検討,意思決定された内

容を確実に一貫して実施する手段として ICT

の活用性に着目し文献調査を行った。現状では

まだ様々な導入上の課題がある ICT 活用につ

いて,その実践結果だけでなく導入プロセスに

関する報告も,今後は広く報告されていくよう

になることが期待される。 

(ⅳ) 応用行動分析学の視点を障害福祉サ

ービスの現場に導入することの意義について

は,知的障害における障害福祉分野の重要なト

ピックの１つである強度行動障害では,激しい

自傷や他害,こわだり,睡眠の乱れ,異食,破壊

的行動などが通常考えられない頻度で起こる

行動への対応については応用行動分析学が有

効性のエビデンスが積み重ねられている。施設

職員むけに行動問題の低減に有効とされる応

用行動分析学の基礎アセスメントとなる機能

的アセスメントについて解説を行い,ICT ツー

ルとして Observations2 の有用性を検討した。

実際の活用には課題があるものの,行動問題の

アセスメントと支援に ICT ツールの積極的な

活用が望まれる。 

(ⅴ) 適応行動に着目することの意義につい

ては,利用者本人が日常生活や社会生活を過ご

すために必要となる「適応行動」をアセスメン

トし，利用者本人が実際の生活の中で適応行動

を遂行できることを支援目標として設定して

いくことの必要性や意義，利用者・支援者双方

にとってのメリット，障害特性や心身の状態に

よる適応行動の遂行への影響を踏まえ,利用者

の生活上の援助とともに，利用者本人の適応行
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動を促進する支援を行う支援が広がることが

望まれる。 

(ⅵ) ライフログクリエイターの活用方法

と課題については,自立生活援助や共同生活援

助,就労定着支援の事業所において,職員と利

用者にライフログクリエイターを使用しても

らった経過を踏まえ,使用における効果や課題,

活用方法についてインタビュー調査を実施し

た結果を検討し,職員,利用者ともにライフロ

グクリエイターの活用に対する効果やより有

効な活用方法,課題について確認をし,今後の

活用の大きな可能性があることが示された。 

(ⅶ) ICT やロボットを発達障害支援に活用

する視点については,福祉サービス利用者の個

別性,多様性を考慮した支援は重要な中で人が

主体的に行う支援では,その個別性,多様性に

配慮した支援を行うことの限界に対応する技

術として ICTの正確さ,再現性,ロボットの ASD

者への親和性を考慮すると,ICT,ロボットを福

祉領域での ASD 支援に用いることの有用性が

あることを示した。 

(ⅷ) 障害福祉サービスにおける支援業務

への ICT 活用にむけての今後の課題：アセス

メントにおける課題については,障害福祉サー

ビス事業所における ICT ツールを用いたアセ

スメントが望まれているにも関わらず,普及そ

のものが困難となっている要因について,個別

支援計画およびアセスメント業務の視点から

課題を述べた。１つはアセスメントにおいて本

人のニーズアセスメントの相補的な機能とな

る利用者の支援につながる多角的視点にたっ

た客観的なアセスメントツールの活用である。

もう一つは福祉専門職の養成および研修にお

いて利用者支援に必要な多角的視点による客

観的なアセスメントツールの活用に関する新

たなカリキュラムの必要性について示唆した。 

(ⅸ) 障害福祉サービスにおける支援業務

への ICT 活用にむけての今後の課題：サービ

ス事業としての課題については,障害者の地域

生活を支援として,自立生活援助,共同生活援

助,就労定着支援を対象に ICT（ライフログク

リエイターと observations2というアプリ）の

導入に関する今後の課題についてヒアリング

を行った。ここでは,事業所の予算に関する課

題,行政の課題について整理した。事業所にお

いては ICT の導入のための予算上の課題があ

り,高齢化などの人材確保の課題なども影響が

あった。行政においては,地域ごとのシステム

等の違いについて指摘があり,その他に事業所

の ICT の導入や普及に対する予算的なサポー

トの必要性についての指摘もあった。ICTの活

用を進めていくためには,事業所に対する国や

地方自治体の予算的なサポートや ICT 担当者

養成研修の他,事業所の人材確保や ICT の効果

のエビデンスの周知なども今後の課題である

ことが考えられる。 

(ⅹ) 職員間の連携と支援体制の課題の諸

点については,専門的な支援を必要とする利用

者（発達障害ならびに精神障害）の福祉サービ

スの活用が進むにつれて,福祉領域の職員に求

められる支援における専門性が求められるよ

うになってきている。それに応じて,職員間協

働や ICT を活用していくことも求められるが,

移行期にある現状は法人の方針や施設長との

コミュニケーションにより ICT 活用の普及が

進められていくと考えられ,積極的なリーダー

シップとフォローが求められる。 

 

 

E. 結論 

 発達障害等の障害者が地域で生活していく

ための基盤として,福祉事業所における ICT ツ

ールの導入の可能性について,実際に福祉サー

ビス事業所にヒアリングを実施し,さらに,実

際に ICT ツールを導入し,その有用性と課題を

検討した。その結果,ICT ツールの導入には一

定の有用性があり,大きな可能性があるが,実

際には,事業所での業務のあり方や,予算,人的

問題など,導入のハードルがかなり大きいこと

が明らかになった。その背景を文献的にも検討
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し,実際,障害者福祉事業所業務において,客観

的なアセスメントツールを用いて,精神医学的

な状態像把握や適応行動の把握などの支援に

おいて重要性が高い側面が比較的軽視され,利

用者のニーズアセスメントにアセスメントが

偏重していること等,今後に向けての課題が明

確になった。ICTの活用によって業務のあり方

を変革していく過程の中で,ICT によって利用

が容易になる客観的なアセスメントを踏まえ

てエビデンスに基づく利用者の支援につなげ

られる道筋を示すことができた。 

 

 

F. 健康危険情報 

本研究では,障害福祉サービス事業所業務を

対象としたアンケート調査のみであること,郵

送および Web 調査よる関連機関への悉皆調査

で紙面による説明と不利益のないことの明記

などから,本研究において健康に関連した危険

情報はなかった。 

ヒアリング調査においても,事業所の職員か

らの事務業務および支援業務と ICT との関連

性を聴取したため,健康に関連した危険情報は

なかった。 
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